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はじめに

日本における、統合失調症患者の家族に対する支
援は、実は歴史が浅い。
「精神病者監護法」の昔から、精神病者の「監護」

は「私宅監置」という、家族の手による処遇にゆだ
ねられてきた。戦後、精神衛生法になり、治療は「精
神科病院」のなかで行われてきたが、家族には「保
護義務者」規定が課せられ、社会防衛的な意味も加
味されるなか、監督義務、「介護者」としての役割が、
明確に求められていた。しかしながら、そのような
家族に対する支援は、正式には何も存在しなかった。
さらに、家族同居率が 8 割を超え、その多くが親や
兄弟姉妹であるという、文化的な特徴があり 19）、家
族は支援のないまま「患者の介護を行うのがあたりま
え」の存在として、長い間とめおかれてきたのである。

むしろ、家族の相互支援のほうが、先に始まった
と言ってよい。昭和 39 年、世界でもまだ家族の相
互支援の団体がなかった頃に、「全国精神障害者家
族会連合会（通称：全家連）」は発足し、家族会と
いう家族の自助組織が全国組織として姿を現した。
全家連を通じて、家族のとめおかれた困難な状況は

「家族会」運動の中で、具体的に声となり、地域家
族会、病院家族会が、保健師やソーシャルワーカー
の支援も受けながら、定着した。そして、精神障害
をもつ者は、地域福祉の対象になっていなかった頃
から、作業所運営などが、家族の手によって始めら
れた。しかし、当時は、それらの活動を保証する制
度はなく、家族は身銭を切りながら、患者のために
尽くしてきたと言ってもよい。

時が移り、精神衛生法は、精神保健法、そして、
精神保健福祉法となり、精神障害をもつ人々の地域
福祉はようやく、福祉スタッフの手にゆだねられる
ようになった。また平成 11 年には、家族の自傷他
害防止監督義務が廃止され、保護義務者は保護者と
名称を変えた。そして、平成 26 年 4 月、保護者の
責務規定は廃止され、精神保健福祉法にあった、家
族の義務規定は姿を消したのである。

しかしながら、これらの歴史的な流れのなかで、
どれだけ家族の負担が減り、家族のおかれた孤立し
た状況は解消されたか。後述するように、臨床の現
場で、家族支援が統合失調症の治療やケアにおいて、
大変、有効で重要な取り組みであることは、効果研
究が明らかにしているが、その普及となると、今で
もきわめて心もとない。家族を支援の対象とみなす
ことは、診療報酬や障害者総合福祉法などの体系で
適切には評価されておらず、日常の精神保健医療福
祉の実践の中で十分に行われているとは言い難いの
が現状である。いまや、有効な家族支援の取り組み
について、いかに日常実践に普及・定着させるかと
いうことについての具体的な戦略が求められている
と言っても過言ではない。

これらのことを、前置きとしながら、今までの統
合失調症の家族支援研究を、世界の動向をみながら、
主として我が国での実践を中心に振り返り、今後の
糧とすることとしたい。

EE 研究－家族支援研究の萌芽

家族支援を「科学的根拠に基づく実践」として
考えるとき、EE 研究は欠かすことのできない基礎
的な研究である。家族の EE（Expressed Emotion）
とは、統合失調症などの慢性疾患患者と家族間に存
在する家族関係の一側面を評価・表現したものであ
る。統合失調症では、再発を予測する主要な社会心
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理的因子として 1960 年代から認知されてきた。
当初の EE 研究は、イギリスの脱施設化施策のも

と、家族のもとに帰った患者よりも、身寄りがなく、
アパートなどで暮らすことになった患者のほうが再
発率が低かったという事象から検討が始まったこと
は興味深い 15）。初期 EE 研究では、批判的コメント、
敵意、情緒的巻き込まれ過ぎという家族の感情表
出が一定レベル以上（高 EE 状態）であると、9 か
月後の再発率が 40％ほど高まることが明らかにさ
れた。さらに高 EE 状態の下では、家族との対面時
間が長いほど再発率が高くなることがわかった 35）。
これらの知見は世界各国で追試され、良好な成績が
得られている 4）。我が国でも Ito10）らのいくつかの
追試研究が行われ、同様の成績を収めた。

高 EE が再発をもたらす機序は、統合失調症の脆
弱性 = ストレスモデルから説明されている。すなわ
ち、高 EE 状態にある関係性が患者の慢性的ストレ
ス因になり、家族との長時間の対面が、患者のスト
レスを蓄積させ再発に結びつくと考えられているの
である。このように、EE は患者が家族から受ける
一般的な慢性的ストレス因子と考えられたが、大島
22）らはここに注目し、高 EE の家族を、「困難度が
高く、拒否感が強い家族」、「協力度も高いが、困難
度が強い家族」など、家族の生活機能の状態と関連
付けて論じた。つまり、患者の存在は、ある状況下
においては、家族に対して慢性のストレス因子にな
り、家族は患者との長時間の対面でストレスを蓄積
させて、高 EE 状態になって行く場合があるとした
のである。すなわち、高 EE とは家族自身の高スト
レス状態を表しており、この状態を改善することに
よって患者の予後改善が期待されると展望した 23）。

同様の研究は、欧米でも行われ、高 EE と家族の
負担（family burden）14）、患者に対する観方（ap-
praisal）2）などが高 EE と関連があるとの報告がい
くつか出され、次に述べる、家族心理教育プログラ
ムの確立へと継承されていったのである。

科学的根拠のある実践としての
「家族心理教育」

前述したように、EE 研究の臨床的な成果は、高
EE という状態を、家族の生来の属性ではなく、困
難な状態におかれた家族成員に生じた、一種のスト
レス反応であるという見解を出したことにあった。

そこから、家族にも臨床家がはたらきかけて、家族
内のストレスを軽減し、本人の療養環境を改善した
ら、再発を防ぎうるかもしれないという仮説が立ち、
家族心理教育が発展したのである。

家族心理教育は、疾病や障害など慢性で受容しに
くい問題をもつ人たちやその家族が、問題や困難を
抱えながらもより良く生きるために必要な知識・情
報、対処技能、心理的・社会的サポートを手に入れ
ることができるように構成された援助プログラムで
ある。本人も含めた単家族に行う単家族心理教育、
複数の家族を集めグループで行う複合家族心理教
育、あるいは本人を含めない家族のグループによる
心理教育などのタイプがあるが、いずれも、①ニー
ズに合った情報提供のセッションがあること、②本
人との関係における対処行動について相談するセッ
ションがあること、という共通の構造をもっている。

およそ、30 を超えるコントロール群をおいた、
無作為割り付けの臨床試験が行われ、家族心理教育
は、再発率の低下、患者の回復の促進、参加した
家族の生活（well-being）の改善などに有効である
ことが示された 18）。我が国でも、塚田ら 34）が当時
の国立精神・神経センター国府台病院で介入研究を
行い、退院後 9 か月予後で、高 EE 群、全介入群と
も、再発率の低下をみている。G Pitschel-Walz ら
25）による、25 研究のメタ分析によれば、家族心理
教育が治療の中に組み込まれていることにより、退
院 1 年後の再発率は 20％低下しており、特に家族
心理教育が 3 か月以上行われた場合に、よい効果を
挙げていると報告されている。米国の科学的根拠に
基づく統合失調症治療の研究という有名な PORT（ 
Schizophrenia Patient Outcomes Research Team）
研究においても、家族心理教育型の家族介入は、適
切な薬物療法の使用と併用されることによって、1
年後の再発率を有意に下げるものとして、実施が推
奨されている 31）。

このように強力なエビデンスをもつ家族心理教育
であるが、このプログラムで、家族が支えられるの
は、まず、第一に、家族自身が、この場では、サポー
トを受けることが当然の存在として扱われるという
ことがある。家族は患者の世話をするのがあたりま
えの存在としてみなされるのではなく、突然、家族
の一員が統合失調症になり、驚き、悲嘆にくれ、孤
立し、今後に大きな不安を抱きながら、生活してき
た存在として、その苦労をねぎらわれ、一人の人と
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してのあり方を尊重されるのである。第二には、家
族が知りたいと思っても、なかなか手に入らなかっ
た情報を、情報提供のセッションや家族同士の情報
交換の場で得ることが出来ることが、家族に力を与
えている。たとえば、統合失調症をストレスー脆弱
性モデルで理解したり、治療や疾患のプロセスの概
要を知ることが出来たり、薬物療法の意義と副作用
について説明を受けたり、地域の社会資源について
説明を受けたり、また、家族自身が自分の生活をと
りもどすことの大切さを伝えられたりといったこと
が、患者と共に暮らす生活の場で起きていることへ
の理解を深めたり、ものの見方を変えることに役に
立つのである 11）。第三には、具体的な生活上の困
難な場面について、対処を考え、選択肢を増やす努
力を対話の中ですることによって、何かの対処可能
性が見いだされると、それをきっかけに、生活の場
での対処行動に変化が見られる可能性が増すという
ことがある。このようにして、患者に障害や病の症
状があっても、それと共に暮らす家族のあり方が変
わることで、障害や病との共存が出来るようになり、
さらに、関係性の変化から、患者の安定、そして、
家族の生活の質が変化することが期待できる。この
ような観点から、家族心理教育は、家族のエンパワ
メントに役に立つ援助技法という表現もされる 24）。
特に、複数の家族により構成される家族グループの
形の家族心理教育は、長期間の継続により、家族同
士の支え合いの機能が高まり、また、ACT（Asser-
tive Community Treatment）のようなプログラム
と組み合わさることで、お互いの家族の強みを資源
として、患者の就労支援に生かす試みが成功し、家
族や患者の生活機能を高めるのに貢献したという報
告もある 17）。

さて、科学的根拠のある実践での家族心理教育だ
が、課題もある。それは、家族心理教育のような家
族支援は一般の精神医療分野へ普及させることであ
る。前述の PORT 研究では、1998 年のデータだが、
家族との接触があり、統合失調症の治療を受けてい
る者の 31％しか、家族が病についての情報を得て
いない、と報告している 16）。家族心理教育の実践
の障壁としては、プログラムの期間が研究では 9 か
月から 2 年間と長いが、実践では、それだけの期間
維持することは多くの家族を扱うには適していない
と思われていることや、財源確保が難しいこと、ま
た、スタッフの継続的な訓練を行うことが難しい

ことなどが挙げられる 6）。我が国でも、研究の成果
としてガイドラインが作成されたり 13）、心理教育・
家族教室ネットワークという団体が家族心理教育の
標準版研修会を全国で開催し、スタッフ教育に努め
たりしているが 30）、いまだ診療報酬には反映され
ておらず、精神医療の日常臨床の中で、当たり前に
行われるには至っていない。

明確なエビデンスをあげている家族心理教育であ
るが、それだけでは、家族支援が臨床の中で当たり
前に位置づいたとは言えず、普及のための対策が求
められる。また、実用的な多様な家族支援のあり方
が必要であり、以下に述べる、当事者である家族が、
支援者としても機能する、自助的な家族支援の展開
も、有力な選択肢となっている。

当事者サイドから始まった新たな試み

統合失調症の家族支援の抱えている障壁は、支援
ニーズが多いにもかかわらず、家族心理教育を含め、
支援が十分にいきわたっていないことであると、述
べた。科学的根拠のある実践であっても、現場にとっ
ては、あまりに複雑であったり、高い質を維持でき
なかったり、モニタリングのためのシステムが欠如
していたり、現在行われている臨床的な枠組みに合
わなかったり、財源が確保されないために、実践・
維持することが困難なことがしばしばである 8）。そ
のような状況下では、多くの人々にとって、行うこ
とが容易な、効果的なプログラムを開発することは、
重要な課題である。

一つの選択肢として、家族自身をサービス提供者
として、家族会運動などとも連動しながら支援を展
開するプログラムの開発がある。このようなプログ
ラムは、精神保健の専門家によって「治療」として
提供されるものとは異なり、いわゆるピア（peer 
仲間）の関係にある家族同士が、自分たちの生活を
とりもどすために（recovery）、あるいは病や障害
をもつ者を身内に抱えながら、自分たちが支え合い
元気を取り戻すために（empowerment）開発され
た。近年の特徴として、このように開発・展開され
たプログラムについても、一定の方法論のもと評価
を行い、そのエビデンスを明らかにすることで、普
及に一層力をいれようとする試みがある。以下に、
国は異なるが同じような志向性で展開されている 3
つのプログラムを紹介する。
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Family to Family Education Program
（FFEP）

米国の精神障害者やその家族の当事者団体の
連 合 で あ る、National Alliance on Mental Illness 

（NAMI）が、支援の行き届かない家族に教育の機
会を提供するため、治療とは独立した、家族同士
で学びあう教育プログラムとして 1991 年に作成し
た。NAMI はこのプログラムを全米に普及し、また、
コロンビア、プエルトリコ、カナダ、イタリア、メ
キシコなどにも伝えている。3,500 人を超える家族
がボランティアのトレーナーとしての研修を受け、
30 万人以上の家族など患者にケアを提供する人々
がこのプログラムを修了していると言われる。

FFEPは、12回連続の構造化されたプログラムで、
毎週あるいは隔週 1 回の 2.5 時間のセッションより
なる。各セッションは、2 人の研修を受けたトレー
ナー（家族）により運営され、精神疾患が人生に及
ぼす衝撃とそれへの情緒的な反応や、薬物療法、リ
ハビリテーションなどの、治療や支援についての最
新の情報、それに最近の脳科学に基づく研究成果な
ども含め学ぶ。12 回のセッションで、参加者は障
害をもった人々の主観的な経験についての理解を深
め、さらに、セルフケアや相互の助け合い、コミュ
ニケーション技能、問題解決技法、権利擁護の技能、
不安や心配への対処法、地域にある資源の使い方な
どの技能を深めることが出来るようになっている。

Dixon7）らは、ウエイティングリスト方式の RCT
で、318 人の FFEP 参加者に対する調査を行い、
FFEP では、病気の知識やエンパワメントの領域で、
問題への対処技能が有意に向上し、家族の病を受容
し、ストレスを減らし問題を解決する領域で、情緒
的な対処が向上することを明らかにした。ただし病
の負担感に関しては対照群と有意差はなかった。

これらのエビデンスなどから、2012 年、アメリ
カ連邦保健省薬物依存精神保健サービス部（SAM-
HSA）は、FFEP を National Registry of Evidence-
based Practice に登録した。

Family Link Education Program（FLEP）

FLEP は香港で開発され、アジア各国に普及して
いる、家族同士の学びあいによる、心理教育的プロ

グラムである。FFEP を参照しながらアジアの文化
に適合するように開発されたとあり、参加者の相互
交流を図り、家族自身のエンパワメントを目指して
いる。

FLEP は、週 1 回 8 週間の構造化されたプログラ
ムで、そのセッションでは、病状の理解、治療、危
機介入、リハビリテーションと資源、コミュニケー
ション技能、心理的な負担を扱う方法、などを学ぶ。
FLEP は、FFEP よりも集団力動を重要視し、家族
同士の相互交流が促される。研修を受けた家族が、
グループの運営にあたるが、グループの中で共に学
びあう（trainee- turned-trainer）プロセスが生じ、
プログラムが進むにつれて、生活をしていくのに有
用な知識が増え、自己効力感が増し、家族の対処や
自身の権利擁護に意識的になるなかで、罪悪感や情
緒的な巻き込まれが減っていくことが期待されてい
る。

Chiu5）らによる香港、台北、バンコクの 3 つのサ
イトで FLEP を受けた 109 名の家族らに対する、前
後および 6 か月後の比較調査では、FLEP は心配や
不愉快な感情を減じるのに効果的で、とりわけ、内
的な緊張や、抑うつ感を変化させ、家族らのエンパ
ワメントに役に立っていたという結果が出ている。

精神科医療やリハビリテーションに十分な財源が
まわせていないアジア各国で、FLEP は、適用可能
なプログラムとして歓迎され、トレイナーとしての
研修では精神保健の専門家との連携が図られてい
る。また、このプログラムを受けた者が、たとえば、
マレーシアやバンコク、台北では、国レベルの家族
会の活発なメンバーとして活動している。　

家族による家族学習会

我が国においては、各県に家族会の県連（連合会）
があり、全国精神障害者家族会連合会が平成 19 年
に破産・解散してからは、全国組織として全国精神
保健福祉会連合会（みんなねっと）が活動をしてい
るが、活動メンバーの高齢化や新規入会者数の低下
などもあり、家族のセルフヘルプ活動は今後の活性
化が求められている。

そのようななか、NPO 法人 地域精神保健福祉機
構は、2007 年から家族同士の学びあいよりなる、「家
族による家族学習会」プログラムを開発し、家族会
の活性化の一助となる試みをしている。

精神保健研究　第 60 号　2014 年



17

このプログラムは、1 回 3 時間程度、1 コース 5 回
のプログラムである。開催しようとする家族会では、
会員の中から担当者を 3 〜 6 人選び開催の準備をす
る。担当者は精神保健の専門家とすでに家族学習会
に熟練した家族よりなる講師陣から、1 日の研修を
受ける。研修後、担当者は家族会に戻り、企画を立
て、家族会外に参加者を募り、プログラムを実践す
る。毎回のセッションでは、チームとなって参加者
を迎え入れ、小グループによる話し合いをテキスト
の学びあいをしながら進めていく。コミュニケーショ
ンは常に肯定的であり、ねぎらいや、努力や工夫の
賞賛、お互いの苦労を尊重する姿勢が大切にされる。
そこで生まれることが期待されるのは、参加家族が
孤立感から抜け出すこと、お互いの情報交換から対
処可能感が生まれること、そして、家族それぞれの
人生を取り戻すというエンパワメントである 33）。

家族学習会は 2013 年度までに 1,100 名以上の家
族が受講し、実施した家族会の数も 2007 年度の
0.2％から、2012 年度には 4.9％へと、徐々にではあ
るが増加している。また、2010 年度に家族学習会
を実施した全 18 か所で参加者した家族と進行した
家族の事前事後調査を実施し、プログラム忠実度と
の関連を検討した結果、家族学習会をマニュアルに
より忠実に実施した家族会において、参加者の不安
が軽減し、エンパワメントが向上し、プログラム
の効果を認めた 21）。また、家族学習会を 2012 年度
までに実施した全国の家族会 59 か所に質問紙によ
る調査をしたところ、回答があった 56 か所のうち、
42 か所は会員外の対象者に呼びかけて実施をした
ことがあり、参加者 793 人のうち、300 人（37.8％）
が家族会未入会の家族であり、155 人（51.7%）が
プログラム参加後に家族会に入会していた。会員外
対象者への実施コース数が多いほどプログラムから
の入会者数が多く、家族学習会が家族会の会員数の
増加や、新しい会員・若い会員の増加に寄与してい
る可能性が示唆された 12）。

このように、我が国でも、家族会を核に、ピア関
係の中での学習活動が徐々に発展している。家族や
当事者が、精神障害に対する対処力を高め、また、
活動を通じてネットワークが強化されることは、単
に、人々の生活力を高めるだけでなく、市民として
の発言力を増すことにもつながり、精神保健福祉行
政への影響力も高まることが期待される。

今後の活動の発展が期待される分野である。

新しい潮流：
アウトリーチ・サービスとしての家族支援

脱施設化が進み、精神科医療へのアクセスが良
くなっている地域では、家族支援においてもアウ
トリーチの要素が多く取り入れられている。以下
の 2 つの実践は、そのようなアウトリーチ型の家族
支援が臨床実践の中に取り入れられている実例であ
る。一般的な精神科臨床の中に家族支援も含めたプ
ログラムを定着させた、好事例と言えよう。日本に
おける同様の取り組みはまだ見られないが、今後、
ACT（Assertive Community Treatment: 包括型地
域生活支援プログラム）などの、多職種アウトリー
チチームの定着とともに、活用することが期待され
る方法である。

メリデン家族支援プログラム
（The Meriden Family Work Programme）3）

メリデン家族支援プログラムは、英国の NHS
プログラムの一つとして、西ミッドランド地方で
1998 年より活動している精神障害者の家族支援技
術の研修機関である。ここでは、家族支援プログラ
ムの開発と研修が行われており、今までに 4,500 人
を超えるサービス提供者が基礎研修を終了し、ま
た 330 人を超えるトレイナー研修修了者も輩出して
いる。この種の研修機関としては世界有数の規模で
ある 9）。研修機関のスタッフには、当事者である家
族も雇用され、専門家も家族も対等な立場でこのプ
ログラムの普及に努めている姿勢が打ち出されてい
る。

この家族支援の中核をなすのは、心理教育の一種
で、すでに再発率の低下などで科学的根拠が立証さ
れている、Family Work と呼ばれる行動療法的家
族支援（Behavioral Family Therapy）である。こ
れは、患者の自宅にアウトリーチしていくことに
よって行うプログラムで、10 〜 14 のセッションよ
り構成されている。この支援には、患者や家族ばか
りでなく、患者とかかわりのある人々（carer）と
して、隣人や友人の参加も歓迎される。訪問時に、
ファミリーワーカーと呼ばれるスタッフは、本人や
家族などの参加者に対して、心理教育として情報提
供を行ったり、家族と協働で、再発の初期サインを
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認識して、その時の対処プランを作成したりする。
Family Work は肯定的なコミュニケーションが家
族の中で増えることを促進し、また、問題解決の技
能やストレス対処の技能を伸ばすよう働きかける。
すべての家族成員のニーズが聞き取られ、家族成員
のそれぞれが自分たちの目標を達成することが励ま
される。そして、ゆくゆくはファミリーワーカーが
介在しなくても、家族が本人と共に困難への対処に
取り組め、それぞれの生活を送れることが目指され
る。

メリデン家族支援プログラムでは、Family Work
が成人の統合失調症治療において包括的なケアの一
部として位置づくように、活発な情報発信と研修活
動を行ってきた。その成果として、たとえば、地
元のバーミンガムでは、地域精神保健を担っている
Community Mental Health Team（CMHT）や As-
sertive Outreach Team のスタッフが、メリデン家
族支援プログラムで Family Work の研修を受け、
家族支援の実践に応用している 26）。また、英国の
NICE 統合失調症ガイドライン 20）や The National 
Service Framework for Schizophrenia32）のなかで
Family Work が、重要な支援の方法として推奨さ
れるようになり、全国への普及が図られている。

オープン・ダイアログ（Open Dialogue）

オープン・ダイアログはフィンランドの西ラップ
ランド精神保健圏域で発展、定着した、精神病性疾
患の急性期対応のプログラムである。これは、起源
を家族療法にもち、治療であると同時に家族支援で
もあり、ネットワーク療法とも呼ばれるような姿を
している。

人口 7 万 2 千人のこの圏域における有床の精神科
病院はケロプダス精神科病院（Keropudas Psychi-
atric Hospital）のみで、急性期対応の入院ユニッ
トと外来ユニット、および看護師、精神科医、心理
士からなる危機介入チーム（以後、「治療チーム」
と呼称する）を有している。この治療チームは患者
単位で構成され、所属部署を問わず、全ての有資格
スタッフが要請に応じてチームに入る。1 つのチー
ムは、2 名から 3 名で構成され、個々の患者に対し、
同じチーム員が一貫して治療に関わる。各地域の精
神保健クリニックのスタッフも治療チームとしての
責任を負い、もし患者がクライシス時に、すでに複

数の機関の支援を受けている場合は、例えば社会福
祉事務所のソーシャルワーカーや小児科クリニック
の心理士など、他機関のスタッフもチームの構成員
として呼ばれる 29）。

こうした多職種および多施設横断的治療チームに
よる急性期対応の優先事項は、できる限り早急に「治
療ミーティング（treatment meeting）」を実施する
ことである。初回の治療ミーティングは、クライシ
スの連絡を受けたスタッフがチームメンバーを集
め、本人や家族と場所を決めて、24 時間以内にセッ
ティングする。この治療ミーティングには、患者の
ほか、その家族、しばしば友人、隣人、同僚等も招
かれる。治療が行われる場所は多くの場合、患者本
人の自宅が選択されるが、希望によっては、診療所
の一室で行われる場合もある。

このようなミーティングで、治療チームは患者、
家族を含め全ての参加者が発言できるように声をか
け、語られたことには誠意をもって反応する。治療
チームメンバーには対話的（dialogical）な態度が
求められるが、これは患者や家族、友人、隣人な
どの語りを聴くことに重きが置かれており、「聴く」
ために治療メンバーは質問やコメントをする 27）。
参加者全てが安全と感じられる開かれた対話の場に
おいて、患者自身も家族も、それまで表現しなかっ
た感情を表出したり、苦悩の体験を言語化したりす
るような余地ができると、それが、回復を促進する
環境になるというのが基本的な考え方である。

治療ミーティングのなかでは、個人精神療法、お
よび入院治療や薬物治療についても必要に応じて話
し合われ、決定される。治療ミーティングは、患者
と家族の孤立を防ぎ、安心を感じられるように、患
者がクライシスを脱するまで毎日実施される。

オープン・ダイアログの有効性を示唆するいくつ
かの調査結果がある。特に、精神病初回エピソード
の患者に対して、オープン・ダイアログを適用し
た調査プロジェクト、ODAP（Open Dialogue Ap-
proach in Acute Psychosis）プロジェクト 28）では、
対照とした、他のプロジェクトの治療成績に比べ、
ODAP 群は、2 年後調査時点の入院日数が有意に少
なく、BPRS 総得点が有意に低く、精神病残遺症状
が低い傾向にあった。興味深いのは、この治療計画
では、治療初期には抗精神病薬を使用しないプロト
コルで治療が行われ、かつ、患者の予後が、全般的
に良いことである。ODAP 群の 5 年間追跡可能だっ
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た 42 名の調査結果では、5 年後追跡調査で抗精神
病薬を継続使用していた人は 7 名（17%）だった。
5 年間で再発した人は 8 名（19%）にすぎず、5 年
後時点で学業もしくは仕事に就いていた人は 32 名

（76%）であり、障害者年金受給者は 6 名（14%）であっ
た。

西ラップランドでは、オープンダイアログがシス
テムとして定着したことで、精神病性のクライシス
にある人が統合失調症に至るケースがより少なく
なっているのではないかと考察されている 1）。この
プログラムが、文化を超えて有効性が実証され、ま
た医療経済的にも費用対効果が良いことが実証され
れば、とりわけ早期介入プログラムとして有用なも
のであることが、期待される。

おわりに

この半世紀余りの、統合失調症患者の家族支援の
変遷と、その支援の効果に関する実証研究を中心に
紹介してきた。

本文にも述べたように、患者に対する個人治療だ
けではなく、環境である、家族、carer に対する支
援を豊富にしていくことが、患者・環境間のストレ
ス強度を減弱させ、患者の予後や、家族の QOL の
向上に有効であることは、さまざまな形で実証され
ている。

今後、必要なことは、それらの普及をいかに地域
社会にある精神保健福祉システムのなかに普及・定
着させるかであり、そのための研究活動である。

臨床的に有効なプログラムを普及・定着させるた
めに必要な条件は、①低コストであること、②技術
的には、比較的容易であること、③効果がわかりや
すいこと、などがある。また、効果として、今後は
臨床的な安定ばかりでなく、患者や家族の生活者と
しての QOL の向上に寄与することをエビデンスと
して明確にしていくことが重要であろう。

普及・定着ということでは、現在は家族会活動に
も参加していない、若い家族層が支援につながりや
すい環境を整えることが重要である。結局、それは、
一人ひとりの臨床家が初期治療の段階から「家族を
交えて話し合う」という習慣、技能を身につけられ
るような研修活動を研究者も参加して実施していく
ことかもしれない。また、IT などを活用して、若
い家族に有用な情報が届くよう、情報発信に研究者

がさらに関与することかもしれない。あるいは、患
者本人のピア・サポートがあるように、家族同士の
ピア・サポートを一層展開できるよう、研究者も後
押しすることかもしれない。

家族支援研究は、家族自身や行政、臨床家とつな
がりながら、より、多くの家族が恩恵を受けられる
ような方向に、一層強化していくことが求められて
いる。

謝辞：文中、オープン・ダイアログに関しては、
当部の研究員である、下平美智代氏に教えていただ
くことが大であった。改めて、お礼申し上げます。
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